中間まとめへの意見(1)
◆はじめに【１頁～２頁】
「電子書籍をインターネット等を通じて配信することを「電子出版」と呼ぶ」としたのは、大きな間違いです。これでは配信者＝出版者になってしまいます。電子取次や電子書店等の配信業者を出版者とは呼びません。「電子書籍」として編集し、配信という手段によって読者にそれを届ける者だけが出版者です。
出版者は必ず「編集」を行います。著作者がデジタルで書いた原稿を例にとると、出版者はその内容が適切で出版する価値があるか否かを判断し、校正し、目次を作り、タグ付けし、必要な場合はフォーマット変換します。これら一連の行為が編集です。
この編集の過程で、デジタル原稿であっても複製が行われます。第３節権利の内容２（23頁）の最後に「電子書籍に対応した出版権の内容としては、複製権及び公衆送信権が適当である」とあるのは完全に正しい考え方ですが、出版者の複製権行使は編集を目的とするものだという視点を忘れずに立法していただきたいと思います。
◆第4章　第2節１、２【１９頁～２２頁】
第３節権利の内容２（23頁）の最後に「電子書籍に対応した出版権の内容としては、複製権及び公衆送信権が適当である」とあるように、出版者は複製権者及び公衆送信権者から電子出版権の設定を受けなければなりません。２１頁に「複製を基調とする紙媒体での出版と公衆送信を基調とする電子出版は法的には全く別の行為であり、権利としてそれを一体化することは妥当ではない」という意見は、電子出版の根底に複製権許諾があることを失念している発言です。
紙でも電子でも編集過程で複製権を行使し、流通段階で取次・書店を経由するか電子取次・電子書店から配信するかの違いしかありません。特約によって切り分ける場合に、紙での出版だけなら複製権のみ設定し、電子出版だけなら複製権と公衆送信権を設定すればよいのであり、権利としても制度としても一体的設定を行うべきです。
また、２１頁脚注42で「電子書籍ビジネスへの新規参入を促進する必要」に触れていますが、出版界ほど新規参入の簡単な業種はありません。２～３人で出版業を行う出版者は沢山います。経営規模はごく小さいのでＭ＆Ａも格安でできますし、配信業者が編集者を1人雇って電子書籍を編集・製作・配信すれば、それでもう立派な出版者です。新規参入促進を理由として一体的設定を否定するのは的外れです。
◆第4章　第３節３【２３頁～２９頁】
２８頁に、みなし侵害は「法制的にハードルが高いのではないかとの意見が示された」とありますが、森田委員や前田委員のみなし侵害に積極的な意見がカットされているのはおかしいと思います。特に前田委員は第７回で「用益権について、そのみなし侵害を設けることが法制上、ハードルが高いということは特にないのではないか」とまで発言されているのです。
仮に、出版者の権利が一体的に設定されない場合には、みなし侵害規定を創設する方策は不可欠となります。本年２月に出された日本経済団体連合会の「電子書籍の流通と利用の促進に資する電子出版権の新設を求める」提言３頁脚注4に「出版権者により出版された出版物を用いた公衆送信行為については、出版権の侵害とみなす旨の規定を、著作権法第113条に追加するという対応も追加の手当てとして検討の余地がある」と明記されているのことをぜひ参考にして下さい。
◆第4章　第4節、第5節、第6節【２９頁～３２頁】
２９頁の「著作権者の承諾を得た場合に限り再許諾可とするのがよいのではないか」という意見は出版実務を無視しています。既に1万数千点を電子出版している大手の出版社が、それらすべての複製権者及び公衆送信権者に事前の承諾をいちいち取っていてはビジネスチャンスを逸してしまいます。
最初に出版権設定契約を締結する際に、「本出版物の製作、販売、宣伝、広告等に関する事項は乙（出版者）の責任において乙が定めるものとする」あるいは「本デジタルコンテンツの卸価格、販売サイト、販売の条件および方法等に関しては乙が自主的に決定することができるものとする」等の規定が明記されていれば、配信先等の流通経路に関しては複製権者及び公衆送信権者の事前の承諾が得られていることにすべきです。三省懇（文部科学・総務・経産省による「デジタル・ネットワーク社会における出版物の利活用の推進に関する懇談会」）からの議論の流れを無視して、電子書籍の流通の円滑化を阻害してはなりません。
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